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居宅介護⽀援重要事項説明書 
 

1 指定居宅介護⽀援サービスを提供する事業者について 

法⼈名称 医療法⼈ 誠励会 
代表者職・⽒名 理事⻑  佐川 優 

法⼈所在地 福島県⽯川郡平⽥村⼤字上蓬⽥字清⽔内 4 
電話番号 0247-55-3333 

法⼈設⽴年⽉⽇ 平成 5 年 3 ⽉ 10 ⽇ 

事業の⽬的 

利⽤者の意思及び⼈格を尊重した上で、利⽤者の状態に応じた適正な居宅介
護⽀援を提供することにより、利⽤者が可能な限りその居宅において、その
有する能⼒に応じた⾃⽴した⽇常⽣活を営むことができるよう⽀援するこ
とを⽬的とします。 

運営の⽅針 ① 利⽤者の⼼⾝の状況や環境等に応じて、利⽤者⾃らの選択に基づいた適
切な保健医療・福祉サービスが、多様な事業者から総合的かつ効率的に提供
されるよう配慮します。 
② 常に利⽤者の⽴場に⽴って、提供される指定居宅サービス等が特定の事
業者に不当に偏することのないよう努めます。 
③ 市町村や地域包括⽀援センター、他の居宅介護⽀援事業者等との連携に
努めます。 

事業者名称 居宅介護⽀援事業所 よつば・ひらた 
住所地 福島県⽯川郡平⽥村⼤字上蓬⽥字⼤隅 30 

介護保険指定番号 0773000377 
創⽴年⽉⽇ 平成 17 年 1 ⽉ 1 ⽇ 

サービス提供地域 郡⼭市・いわき市・⽥村市・須賀川市・⽥村郡・⽯川郡 

電話番号 0247-55-3331  ※不在時は、携帯電話へ転送となります。 
0247-57-5504 

FAX 番号 0247-55-3332 
0247-57-5505 

事業所窓⼝の営業⽇
及び営業時間 

⽉曜⽇〜⾦曜⽇  9：00〜18：00 
⼟曜⽇        9：00〜13：00 

※⽇曜⽇・祝⽇及び 8 ⽉ 15 ⽇、12 ⽉ 30 ⽇〜1 ⽉ 3 ⽇は休⽇となります。 

24 時間連絡体制 固定電話から当該事業所の携帯電話へ転送され、必要に応じて相談に対応し
ています。携帯電話の担当は、介護⽀援専⾨員の輪番制となります。 

管理者⽒名 宍⼾ 真奈美 

職員体制・⼈員数 
管理者 １名 

介護⽀援専⾨員 3 名以上 
介護⽀援専⾨員 1 ⼈あたりの担当⼈数は 45 名未満とします。 



2 事業者の⽬的及び運営の⽅針 

 

 

3 職務内容 

管理者 ① 事業者の使⽤する者（以下「従業者」という。）及び業務の管理を、⼀
元的に⾏います。 
② 従業者に法令等の規定を遵守させるために、必要な指揮命令を⾏います。 

介護⽀援専⾨員 ① 居宅サービス計画の作成に関する業務を⾏います。 
② サービスの提供⽅法等について、利⽤者やその家族が理解しやすいよう
丁寧に説明します。 
③ 利⽤者の有する能⼒やその置かれている環境等を明らかにし、利⽤者が
⾃⽴した⽇常⽣活を営むことができるように⽀援する上で、解決すべき課題
を把握します（アセスメント）。 
④ アセスメントにあたっては、利⽤者の居宅を訪問し、利⽤者及びその家
族と⾯接して⾏います。 
⑤ サービス担当者会議を開催し、指定居宅サービス事業者等の担当者と情
報を共有し、各担当者より専⾨的な⾒地からの意⾒を求めます。 
⑥ 特段の事情がない限り、少なくとも 1 ⽉に 1回は利⽤者の居宅を訪問し
て利⽤者に⾯接し、居宅サービス計画の実施状況の把握（モニタリング）に
努めます。 
ただし、以下の要件を設けた上で、テレビ電話装置その他の情報通信機器を
活⽤したモニタリングを可能とします。 
ア 利⽤者の同意を得ること 
イ サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治医、担

当者 
その他の関係者の合意を得ていること 

1 利⽤者の状態が安定していること 
2 利⽤者がテレビ電話装置等を介して意思疎通ができること（家族のサ

ポー 
 トがある場合も含む） 

3 テレビ電話装置等を活⽤したモニタリングでは収集できない情報につ
いて、 

他のサービス事業所との連携により情報を収集すること 
ウ 少なくとも2 ⽉に 1回は利⽤者の居宅を訪問すること 
⑦ 必要に応じて、居宅サービス計画の変更や指定居宅サービス事業者等と
の調整、その他の便宜の提供を⾏います。 

 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
4 居宅介護⽀援の内容、利⽤料及びその他の費⽤について 

居宅介護⽀援の内容 提供⽅法 介護保険      
適⽤有無 

利⽤料        
（⽉額） 

利⽤者負担額    
（介護保険適⽤の場

合） 
①居宅サービス計画 

の作成 
別紙 1 に掲げる
「居宅介護⽀援業
務の実施⽅法等に
ついて」を参照願
います。 

左の①〜⑦の内容
は、居宅介護⽀援
の⼀連業務とし
て、介護保険の対
象となるもので
す。 

別紙2 のとお
りです。 

介護保険適⽤とな
る場合には、利⽤料
を⽀払う必要はあ
りません。（全額介
護保険より負担さ
れます。） 
 

②居宅サービス事業
者等との連絡調整 

③サービス提供実施
状況の把握、評価 

④利⽤者状況の把握 

⑤給付管理 

⑥要介護認定申請に
対する協⼒、援助 

⑦相談業務 

※保険料の滞納等により法定代理受領ができない場合は、全額個⼈負担となります。その際は、サ
ービス提供証明書を発⾏します。発⾏されたサービス提供証明書を市町村に提出すると、払い戻し
が受けられます。 
 
 
5 居宅介護⽀援の提供にあたっての留意事項について 
 
(1) 居宅介護⽀援提供に先⽴って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、要介護
認定の有無及び介護認定の有効期間）を確認させていただきます。住所などに変更があった場
合は、速やかに事業者にお知らせください。 

 
(2) 利⽤者が要介護認定を受けていない場合は、利⽤者の意思を踏まえて速やかに当該申請が⾏わ

れるよう、必要な援助を⾏います。また、要介護認定の更新の申請が、遅くとも利⽤者が受け
ている要介護認定の有効期間が終了する 30 ⽇前にはなされるよう、必要な援助を⾏います。 

 
（3） 利⽤者は、介護⽀援専⾨員に対して複数の指定居宅サービス事業者等の紹介を求めることや、

居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定理由について、説明を求める



ことができますので、必要があれば遠慮なく申し出てください。 
 
（4） 病院等に⼊院しなければならない場合には、退院後の在宅⽣活への円滑な移⾏を⽀援等す

るため、早期に病院等と情報共有や連携をする必要がありますので、病院等に担当する介護⽀
援専⾨員の名前や連絡先を伝えてください。 

 
（5） 事業者の居宅サービス計画における訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉⽤具
貸与の利⽤状況については、別紙3 のとおりです。 

 
 
 
 
6 虐待の防⽌について 
 
 事業者は、利⽤者の⼈権の擁護・虐待の防⽌等のために、次に掲げるとおり、必要な措置を講じ

ます。 
 
(1) 虐待防⽌に関する責任者を選定します。 

 
(2) 成年後⾒制度の利⽤を⽀援します。 

 
(3) 苦情解決体制を整備します。 

 
(4) 従業者に対して、虐待防⽌を啓発・普及するための研修を実施します。 

 
(5) 従業者⼜は指定居宅サービス事業者等または養護者（現に養護している家族・親族・同居⼈

等）による虐待が疑われる場合には、速やかにこれを市町村に通報します。 

 
7 ⾝体的拘束等について 
 
（１） 事業者は、利⽤者等の⽣命⼜は⾝体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、⾝体

的拘束等を⾏いません。 
 
（2） ⾝体的拘束等を⾏う場合には、その態様及び時間、その際の利⽤者の⼼⾝の状況並びに緊
急やむを得ない理由を記録します。 

 

8 秘密の保持と個⼈情報の保護について 

利⽤者及びその家族に関する 
秘密の保持について 

① 事業者は、利⽤者の個⼈情報について、「個⼈情報の保護に
関する法律」、「個⼈情報の保護に関する法律についてのガイド
ライン」及び「医療・介護関係事業者における個⼈情報の適切な
取り扱いのためのガイダンス」を遵守し、適切な取り扱いに努め
るものとします。 
② 事業者及び従業者は、サービス提供をする上で知り得た利⽤
者及びその家族の秘密を、正当な理由なく第三者に漏らしませ

虐待防⽌に関する責任者 管理者  



ん。 
③ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了
した後においても継続します。 
④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利⽤者またはその家族
の秘密を保持させるため、従業者である期間及び従業者でなくな
った後においても、その秘密を保持すべき旨を、従業者との雇⽤
契約の内容に含むものとします。 

個⼈情報の保護について ① 事業者は、利⽤者及び家族から予め⽂書で同意を得ない限り、
サービス担当者会議や地域ケア会議等において、利⽤者の個⼈情
報を⽤いません。 
② 事業者は、利⽤者及びその家族に関する個⼈情報が含まれる
記録（紙によるものの他、電磁的記録を含む。）については、細
⼼の注意をもって管理し、また、処分の際にも第三者への漏洩を
防⽌するものとします。 
③ 事業者が管理する情報については、利⽤者の求めに応じてそ
の内容を開⽰することとし、開⽰の結果、情報の訂正・追加また
は削除を求められた場合は、遅延なく調査を⾏い、利⽤⽬的の達
成に必要な範囲内で訂正等を⾏うものとします。 

 
 
9 事故発⽣時の対応について 
 
 利⽤者に対する指定居宅介護⽀援の提供により事故が発⽣した場合は、市町村、利⽤者の家族
に連絡を⾏うとともに、必要な措置を講じます。 

また、利⽤者に対する指定居宅介護⽀援の提供により賠償すべき事故が発⽣した場合は、速や
かに損害賠償を⾏います。 
家族⽒名（続柄）  連絡先  
家族⽒名（続柄）  連絡先  
市町村（保険者）  連絡先  
※本重要事項説明書の内容をすべて説明し、サービス提供に関して同意を得た段階（契約の締結
の合意が⾏われたとき）で、利⽤者に確認しながら記載します。 
 
 
10 ⾝分証携⾏義務 
 

介護⽀援専⾨員は、常に⾝分証を携⾏し、初回訪問時及び利⽤者及び利⽤者の家族から提⽰
を求められた時は、いつでも⾝分証を提⽰します。 

 
 
11 サービス提供に関する相談・苦情について 
 
(1) 苦情処理の体制及び⼿順 

① 利⽤者または家族からの相談及び苦情を受け付けるための窓⼝を設置します。 
② 苦情があった場合、苦情相談担当者はしっかりと話を聞き、場合によっては⾃宅へ伺うなど、

状況 



の把握や事実確認に努めます。 
③ 苦情相談担当者は、利⽤者または家族の⽴場に⽴った適切な対処⽅法を速やかに検討します。 
④ 検討内容については、適宜連絡いたします。また、最終的な対処⽅法などは必ず利⽤者また

は家 
族へ報告します。 

⑤ 苦情または相談内容については真摯に受け⽌め、個⼈情報の取り扱いに⼗分配慮した上で、
再発 

防⽌策や今後のサービス向上のための取り組みを、従業者全員で検討します。 
 
 (2) 苦情申⽴の窓⼝ 

 

12 当法⼈の概要 

  名 称 ・ 法 ⼈種別   医療法⼈ 誠励会 
 
  代表者役職・⽒名   理 事 ⻑  佐 川   優 
 
  法 ⼈  所 在 地     福島県⽯川郡平⽥村⼤字上蓬⽥字清⽔内 4 

 
定款の⽬的に定めた事業   
 

1．ひらた中央病院 
         2．ひらた中央病院付属中島医院 
         3．グループホーム芝桜 
         4．介護⽼⼈保健施設ひらたリハビリテーション･ケアセンター 
         5．介護⽼⼈保健施設サテライト⼤久⽥リハビリテーション･ケアセンター 
         6．医療併設型介護⽼⼈保健施設いしかわリハビリテーション・ケアセンター 
         7．住宅型有料⽼⼈ホーム芝桜 
         8．居宅介護⽀援事業所よつば 

         9．居宅介護⽀援事業所ポプラ 

事業者の相談窓⼝ 所在地     福島県⽯川郡平⽥村⼤字上蓬⽥字⼤隅 30 
電 話     0247-55-3331  0247-57-5504 
F A X     0247-55-3332  0247-57-5505 
受付・解決責任者    管理者 宍⼾ 真奈美 

各市町村介護保険課 電話番号 各市町村介護保険課 電話番号 
平⽥村 健康福祉課介護係  0247-55-3119 郡⼭市 介護保険課 024-924-3021 
⽯川町 保健福祉課⾼齢福祉係 0247-26-9124 いわき市 介護保険課⻑寿⽀援係 0246-22-7453 
⽟川村 健康福祉課介護保険係 0247-37-1024 ⽥村市 ⾼齢福祉課 0247-82-1115 
古殿町 健康福祉課介護保険係 0247-53-4616 須賀川市 介護保険係 0248-88-8117 
⼩野町 健康福祉課⾼齢担当 0247-72-6934   
三春町 健康福祉課介護保険ｸﾞﾙｰﾌﾟ 0247-62-3166   
福島県国⺠健康保険団体連合会 介護福祉課 024-528-0040   



        10．居宅介護⽀援事業所よつば・ひらた 
        １１．訪問看護ステーションひらた 
        １２．三春デイサービス機能訓練センター 
        １３．誠励会 デイサービスセンターひらた 
        １４．誠励会 デイサービスセンターいしかわ    
 
 
令和6年 7 ⽉ 1 ⽇作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



居宅介護⽀援重要事項説明を証するため、本書 2 通を作成し、利⽤者･事業者が署名の上、１通ず
つ保有するものとします。 
 

居宅介護⽀援の提供開始に当たり、利⽤者に対して本書⾯に基づいて、重要事項の説明をしまし

た。 

令和    年    ⽉    ⽇ 

【事 業 者】 

指定都道府県   福 島 県 

 
      指 定 番 号    0773000377 
 
      所 在 地    福島県⽯川郡平⽥村⼤字上蓬⽥字⼤隅 30 
 
      名 称    居宅介護⽀援事業所よつば・ひらた           
 
      

説  明 者     介護⽀援専⾨員                           
 

私は、本書⾯により、事業者から居宅介護⽀援についての重要な事項の説明を受けました。 

令和    年    ⽉    ⽇ 

  
【利 ⽤ 者】  
      

住 所                                               
 
     

⽒ 名                                                               
       
 
【家 族 または 代 理 ⼈】 
 
      住 所                                               
 
     

⽒ 名                                                 
 
 

  続  柄                                                 



個人情報使用同意書 
 

私及びその家族の個⼈情報については、次に記載するところにより必要最⼩限の範囲内で使⽤することに同意し

ます。 

   
１ 使用する目的 

事業者が介護保険法に関する法令に従い、居宅サービス計画に基づき、指定居宅サービスなどを円滑に実施する為に⾏
うサービス担当者会議等において必要な場合、⼜他事業所を利⽤する場合に使⽤する。 
２ 使用に当たっての条件 

①個⼈情報の提供は、１に記載する⽬的の範囲内で必要最⼩限に留め、情報提供の際は関係者以外には決して漏れること
のないよう細⼼の注意を払うこと。 
②事業者は、個⼈情報を使⽤した会議、相⼿⽅、内容等について記録しておくこと。 
③第三者への提供 

・ケアプランの中で利⽤するサービス事業所への提供 
・医療・保険者・その他社会福祉団体等との連絡調整の為の提供 
・国保連合会へ介護報酬の請求のための提出 
・コンピューターの保守のためのデーター提供 

※提供の⼿段⼜は⽅法として、⼿渡し、CD、ＦＡＸ、電話などを⽤いる 
④場合によって、本⼈の申し出により第三者への提供を差し⽌めることが出来る。 
３ 個人情報の内容 

・⽒名、⽣年⽉⽇、年齢、住所、健康状態、病歴、家族状況等事業者が居宅介護⽀援を⾏う為に、最低限必要な利⽤者
や家族個⼈に関する情報 

・認定調査票（必要項⽬及び特記事項）、主治医意⾒書、介護認定審査会における判定結果の意⾒（認定結果通知書） 
・その他の情報 

上記の内容以外に特に必要な情報については本⼈⼜は家族に了承を得る。 
※「サービス担当者会議」とは利⽤するサービスの担当者、本⼈、家族と共に利⽤者の⾃⽴⽀援の⽬的を達成するために

話し合う場をいいます。 
※「他事業所」とは、訪問介護、訪問看護、通所サービス、短期⼊所、福祉⽤具などの事業所をいいます。 
※「個⼈情報」とは、利⽤者個⼈及び家族に関する情報であって、特定の個⼈が識別され、⼜は識別され得るものをいい

ます。 

居宅介護⽀援事業所よつば・ひらた   

令和  年  ⽉  ⽇ 

 

利⽤者      ⽒名                     印 

家族または代理⼈ 氏名                     印 

令和3年6月作成 

 

 

 



別紙 2        居宅介護⽀援の料⾦表      

 

【基本利⽤料】            居宅介護⽀援事業所よつば・ひらた  令和6 年4 ⽉1 ⽇現在 

取扱要件 利⽤料 
（１ヵ⽉あたり） 

利⽤者負担⾦ 
法定代理  
受領分 

法定代理   
受領分以外 

居宅介護⽀援費（Ⅰ） 
介護⽀援専⾨員1 ⼈当たりの利

⽤者の⼈数 
45 ⼈未満の場合 

要介護1・2 の⽅ 10，860 円 
無料 

１０，860 円 

要介護3・4・5 の⽅ 14，110 円 １4，110 円 

 

【加算】 

加算の種類 加算の要件 加算額 

特定事業所加算  

（Ⅱ） 

①常勤の主任介護⽀援専⾨員を1 名配置していること 
②常勤の介護⽀援専⾨員を3 名配置していること 
③利⽤者に関する情報⼜はサービス提供に当たっての留意事項に

係る伝達等を⽬的とした会議を定期的に開催すること 
④24 時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利⽤者等の相談

に対応する体制を確保していること 
⑤介護⽀援専⾨員に対し、計画的に研修を実施していること 
⑥地域包括⽀援センターから⽀援が困難な事例を紹介された場合

においても、居宅介護⽀援を提供していること 
⑦家族に対する介護等を⽇常的に⾏っている児童や、障害者、⽣活

困窮者、難病患者等、⾼齢者以外の対象者ヘの⽀援に関する知識
等に関する事例検討会、研修等に参加していること 

⑧運営基準減算⼜は特定事業所集中減算の適⽤を受けていないこ
と 

⑨介護⽀援専⾨員1⼈当たり利⽤者平均件数45件未満であること 
⑩介護⽀援専⾨員実務研修における実習等の協⼒または協⼒体制

を確保していること 
⑪他の法⼈が運営する居宅介護⽀援事業者と共同で事例検討会、研

修会等を実施していること 
⑫必要に応じて、多様な主体等が提供する⽣活⽀援のサービス（イ

ンフォーマルを含む）が包括的に提供されるような居宅サービス
計画を作成していること 

４，210 円  /⽉ 

初回加算 ①新規に居宅サービス計画を作成する場合 
②要⽀援者が要介護認定を受けた場合に居宅サービス計  
 画を作成する場合 
③要介護状態区分が2区分以上変更された場合に居宅サービス計
画を作成した場合 

３，０００円 

/⽉ 

 
⼊院時情報連携加算（Ⅰ） 利⽤者が⼊院した⽇のうちに、医療機関の職員に対して利⽤者に

係る必要な情報を提供した場合 
※⼊院⽇以前の情報提供を含む 
※営業時間終了後⼜は営業⽇以外の⽇に⼊院した場合は⼊院⽇

２，5００円 
/⽉ 



の翌⽇に含む 
⼊院時情報連携加算（Ⅱ） 利⽤者が⼊院した⽇の翌⽇⼜は翌々⽇に、医療機関の職員に対し

て利⽤者に係る必要な情報を提供した場合 
※営業時間終了後に⼊院した場合であって、⼊院⽇から起算して
3 ⽇⽬が営業⽇でない場合は、その翌⽇を含む 

2，０００円  /
⽉ 

 
退
院
・
退
所
加
算
  

カンファレン
ス 以外の⽅
法 

（Ⅰ）イ 連携1回       医療機関や介護保険施設等の職員から利
⽤者に関する必要な情報提供を受け、居
宅サービス計画を作成し、居宅サービス
等の利⽤に関する調整を⾏った場合 
（⼊院⼜は⼊所期間中につき1 回を限度） 

４，５００円 

（Ⅱ）イ 連携2回 ６，０００円 

カンファレン
ス  1回以上
参加 

（Ⅰ）ロ 連携1回 ６，０００円 

（Ⅱ）ロ 連携2回 ７，５００円 

（Ⅲ）  連携3回 ９，０００円 

通院時情報連携加算 

利⽤者が医師⼜は⻭科医師等の診察を受ける際に同席し、医師⼜
は⻭科医師等に利⽤者の⼼⾝の状況や⽣活環境等の必要な情報
提供を⾏い、医師⼜は⻭科医師等から利⽤者に関する必要な情報
提供を受けた上で、居宅サービス計画に記録した場合 

５００円 

ターミナル 
ケアマネジメント加算 

医師が⼀般に認められている医学的知⾒に基づき、回復の⾒込み
がないと判断した利⽤者が、在宅等で死亡した場合 
・利⽤者⼜はその家族の意向を適切に把握している 
・利⽤者やその家族の同意を得た上で、死亡⽇及び死亡⽇前14
⽇以内に2 ⽇以上在宅を訪問し、利⽤者の⼼⾝の状況等を記録
し、主治の医師及び居宅サービス計画に位置付けた居宅サービ
ス事業者に提供している 

４，０００円 
/⽉ 

緊急時等居宅 
カンファレンス加算 

病院等の求めにより、病院等の職員と利⽤者の居宅を訪問し、カ
ンファレンスを⾏い必要に応じて居宅サービス等の利⽤調整を
⾏い、居宅サービス計画等に記録している（⽉2回を限度） 

２，０００円 

 
※要介護認定を受けられた⽅は、介護保険により全額給付されるため、個⼈負担はありません。 
※保険料の滞納等により法定受領ができない場合、全額個⼈負担となります。その際はサービス提供証明書を発

⾏します。発⾏されたサービス提供証明書を市町村へ提出すると払い戻しが受けられます。 
※上記の基本利⽤料は厚⽣労働⼤⾂が告⽰で定める⾦額であり、これが改定された場合、これらの基本利⽤料も
⾃動的に改定されます。なお、その場合は新しい基本利⽤料を書⾯でお知らせします。 

 
以上、居宅介護⽀援に当たり、利⽤者⼜はその家族へ⽂書及び⼝頭にて、居宅介護⽀援の料⾦等 
について説明をしました。 
 
 

 


